
修士課程・博士課程の関係について
【論点】 我が国の大学院の仕組みは、５年一貫制の博士課程、前期２年・後期３年の区分制の博士課程、修士課程、専門職大学院等

の多様な課程がある中、特に、修士課程の位置づけに関し、博士前期課程との関係の整理、専門職大学院との関係の整理、修士
課程の修了要件の整理、博士課程後期との接続に関する整理等が必要。

１ 修士課程とは何か（その人材育成目的をどうするのか）

・ 修士の教育目的について、博士課程前期の教育目的との区別が明確ではない（＝それどころか設置基準上、博士前期課程は修
士課程とみなす規定がある）上に、専門職大学院ができたことによって、その教育目的が曖昧になってきている。これら多様な大学
院の課程がある中、修士課程の存在意義や人材育成目的をどのように整理すべきか。博士課程前期に関する教育目的が設置基
準上明確ではないが、博士課程前期の教育目的をどうするのか。修士課程は、幅広い分野に活躍しうる高度職業人養成なのか、
博士課程の準備過程なのか、専門職大学院が担う専門職人材養成以外の部分を担う高度専門職業人養成の課程なのか。

２ 修士課程と博士課程との関係（特に博士課程後期への接続）をどう考えるか

・ 通常、区分制博士課程の場合、博士前期課程修了時に修士論文等を実施している一方、一貫制博士課程の場合は、博士２年か
ら３年に上がる際に修士論文等は課されていない。その一方、一貫制博士課程で博士号を取れない場合には、学士号のみとなっ
てしまうおそれがあり、曖昧な仕組みとなっている。（大学によっては、一貫制博士課程でありながらも修士の修了要件を満たして
いれば修士の学位を出しているところもある。）

→この柔軟性がないことが、区分制博士課程に比べ、一貫制博士課程が圧倒的に少ない一因になっていると考えられる。

３ 修士課程の修了要件及び博士課程の修了要件をどう考えるのか

・修士の修了要件では、①二年以上の在学（優秀な学生は一年以上）、②３０単位以上の修得の他、③修士論文又は特定課題の研究
成果及び試験への合格（平成１８年３月の院設置基準の改正で、特定課題の研究成果及び試験の合格が追加。）が課されている。
一方、博士の修了要件は、①５年以上の在学（優秀な学生は３年以上）、②３０単位以上の修得の他、③博士論文の審査及び試
験に合格することが必要である。

・区分制博士課程の場合、前期課程を修士とみなす規定があることもあり、修士論文の作成を求めているのが通例となっている一方、
一貫制博士課程では一部の大学で修士論文の作成を課しているところもあるが、基本は博士論文のみであり、同じ博士課程の中
でも取扱いが明確ではない。

・修士論文が教育上果たす役割は非常に重要であるが、例えば、当該修士課程が高度職業人養成を目的としている場合、人材育成
目的に応じて、専門職大学院のような仕組みとか、米国の大学院のように、各年次において定期的に適性試験を実施するような
仕組みが考えられるのではないか。

４ 修士課程・博士課程ごとのさらなる機能別分化の検討が必要ではないか。

・各大学において、各学問分野・学位レベル毎に、修得することが期待される知識・技術体系や資質能力を明示することが必要。それ
とともに、研究科・専攻ごとに適正な規模を検討することが必要。

→ 例えば、マクロで見て、ある学問分野が重要であることと、ミクロで見て、各大学において当該学問分野が重要であるかどうかということは別次元の問題
（「マクロで見てＡ学問が大事だから、この大学においてもＡ学問の研究が必要だ。」というのは論理的ではない）。無理な研究科・専攻の規模は、結果的に当
該大学院の質の低下を招くとともに、学生のためにならないのではないか。 1
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その他取得要件年数課程

＜論文博士＞

大学院に在籍しなくても、博士論文の審査に合格し、かつ
博士課程を修了した者と同等以上の学力を有することを確
認された場合。

＜博士前期課程を修士課程と見なすこと＞

大学院設置基準第4条第4項において、区分制博士課程の
前期を修士として見なす規定はある一方、一貫制の2年間に
関しては、特段の規定はない。（＝あくまで博士課程の2年。
一貫制博士課程が圧倒的に少ない一因か。）

・5年以上の在学

・30単位以上の修得

・必要な研究指導を受けた上、
当該大学院の行う博士論文
の審査及び試験の合格

標準修業年限

5年

・前期2年、後
期3年の課程

に区分する
博士課程

・区分を設けな
い博士課程

博士課程

・2年以上の在学

・30単位以上の修得

・必要な研究指導を受けた上、
当該修士課程の目的に応じ、
当該大学院の行う修士論文
又は特定の課題についての
研究の成果の審査及び試験
の合格

標準修業年限

2年

修士課程

■日本の大学院教育

○大学院は修士課程・博士課程から成り、博士課程は、一貫制のものと区分制のものがある。
○修士課程は、広い視野に立って精深な学識を授け、専攻分野における研究能力又はこれに加えて

高度の専門性が求められる職業を担うための卓越した能力を培うことを目的とする。
○博士課程は、専攻分野について、研究者として自立して研究活動を行い、又はその他の高度に専

門的な業務に従事するに必要な高度の研究能力及びその基礎となる豊かな学識を養うことを目的
とする。（なお、博士前期課程及び後期課程に特定した教育目的に関する記述はない。）
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大学・研究機関

■ 日本の大学院教育システム
１年
２年

４年
３年

１年

２年

４年

３年

５年

民間企業 研究補助職・
その他

研究・開発職

卒業
入学選抜

＜学部教育＞

就職 就職 就職

＜大学院教育＞

一貫制博士課程修士課程

１年

２年

４年

３年

５年

区分制博士課程

修士修了

博士修了

１年

２年

（特徴）
・課程の仕組みや関係性が複雑。
・学位とその後のキャリアとが必ずしも
密接に関連しているわけではない。
・一貫制博士課程が圧倒的に少ない。
（区分制博士課程の1／20程度）。

→一貫制博士課程の仕組みが、区分制博士
課程に比べ柔軟ではないことが一因か。

学部数
合計：２０７９
国立：３７１
公立：１６７
私立：１５４１

研究科数
合計：６３
国立：１５
公立：１
私立：４７

研究科数
合計：1070
国立：２８０
公立：１０１
私立：６８９

研究科数
合計：461
国立：９８
公立：３９
私立：３２４
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取得までの段階取得要件年数課程

所定の科目の履修を終えた後、博士論文の作
成能力の有無を判断するため予備試験
（preliminary examination）あるいは資格試験
（qualifying examination）を課す。これは研究領

域全般にわたる事項に関し、筆記、口頭あるい
は両者の併用によって行われる。

この試験によって博士論文の執筆能力があると
判断されたものが論文の執筆を許される。論文
作成後、論文で扱った領域に関する最終試験
（口頭試問）が行われ、この最終試験に合格した
ものに博士号が授与。

教育課程の履修の他、博士
論文の審査合格が学位授
与の条件。

修士号の取得を博士課程の
入学要件に定めているプロ
グラムは少ないが、博士課
程に入学後、博士号取得ま
でに、課程の修了要件の一
環として修士号を条件とする
プログラムもある。

一般に学士号
取得後、3～5
年の課程

博士課程

ほとんどの大学で論文作成
が必要。所定の単位の取得
や、特定の試験に合格する
ことでこれに代えられる場合
もある。

学士号取得後、
通常1～2年の

課程

修士課程

（参考） アメリカの大学院教育

○大学院（graduate school）の組織は各大学によって異なるが、多くの大学では、制度的
に学部から独立した教育研究組織として設置されている。
○大学院は修士課程・博士課程からなり、M.A.、M.S.、及びPh.D.の取得を目指した学問研
究を重視するもの。（経営学修士（M.B.A）や工学博士（D.Eng）、医学博士（M.D.）等の専門
学位の取得を目指した大学院レベルの第一職業専門学位課程とは区別される。）
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（参考） アメリカの大学院教育システム（理工系）

１年
２年

４年
３年

１年

２年
１年

２年

４年

３年

５年

民間企業 研究補助職・その他 研究・開発職 研究機関

卒業

修了

修了

適性試験

入学選抜

＜学部教育＞

TAサポート

RAサポート

（研究報酬）

就職 就職 就職

経済的
サポート

なし

＜大学院教育＞

修士・博士一貫コース修士コース

①ダブルMajorの取得

進路変更の容易化

進学する上で、学部成績を重視

②意欲ある学生を伸ばすシステム（若い時期から研究室訪問、
論文作成）

③GRE・TOEFL

④エッセイ＋推薦書の選抜形式

⑤外部の大学からの学生の優先

⑥コアコースの履修

⑦自己の研究のプレゼンテーション

⑧プロポーザル訓練

⑨キューム（抜き打ち式筆記試験）

※管委員提出資料から抜粋

（特徴）
・課程の仕組みや関係性がシンプル。
・学位とその後のキャリアとが密接に関連。
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◎修士課程の目的（大学院設置基準第３条）
第３条 修士課程は、広い視野に立つて精深な学識を授け、専攻分野における研究能力又はこれに加えて高度の専門

性が求められる職業を担うための卓越した能力を培うことを目的とする。

◎修士課程の標準修業年限（大学院設置基準第３条）
第３条 １ （略）
２ 修士課程の標準修業年限は、二年とする。ただし、教育研究上の必要があると認められる場合には、研究科、専攻

又は学生の履修上の区分に応じ、その標準修業年限は、二年を超えるものとすることができる。
３ 前項の規定にかかわらず、修士課程においては、主として実務の経験を有する者に対して教育を行う場合であつて、

教育研究上の必要があり、かつ、昼間と併せて夜間その他特定の時間又は時期において授業又は研究指導を行う
等の適切な方法により教育上支障を生じないときは、研究科、専攻又は学生の履修上の区分に応じ、標準修業年限
を一年以上二年未満の期間とすることができる。

◎修士課程の入学資格（学校教育法第102条）
第百二条 大学院に入学することのできる者は、第八十三条の大学を卒業した者又は文部科学大臣の定めるところに

より、これと同等以上の学力があると認められた者とする。ただし、研究科の教育研究上必要がある場合においては、
当該研究科に係る入学資格を、修士の学位若しくは第百四条第一項に規定する文部科学大臣の定める学位を有す
る者又は文部科学大臣の定めるところにより、これと同等以上の学力があると認められた者とすることができる。

（※ 文部科学大臣の定めるところは、外国において修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者
や、大学院において個別の入学資格審査により修士の学位又は専門職学位を有する者と同等以上の学力があると
認めた者で、二十四歳に達した者等）

２ 前項本文の規定にかかわらず、大学院を置く大学は、文部科学大臣の定めるところにより、第八十三条の大学に文
部科学大臣の定める年数以上在学した者（これに準ずる者として文部科学大臣が定める者を含む。）であつて、当該
大学院を置く大学の定める単位を優秀な成績で修得したと認めるものを、当該大学院に入学させることができる。
（→大学院への飛び入学）

◎修士課程の修了要件（大学院設置基準第１６条）
第十六条 修士課程の修了の要件は、大学院に二年（二年以外の標準修業年限を定める研究科、専攻又は学生の履

修上の区分にあつては、当該標準修業年限）以上在学し、三十単位以上を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた
上、当該修士課程の目的に応じ、当該大学院の行う修士論文又は特定の課題についての研究の成果の審査及び試
験に合格することとする。ただし、在学期間に関しては、優れた業績を上げた者については、大学院に一年以上在学
すれば足りるものとする。

修士課程の標準修業年限、入学資格及び修了要件に関する現行制度
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◎博士課程の目的（大学院設置基準第4条）
第四条 博士課程は、専攻分野について、研究者として自立して研究活動を行い、又はその他の高度に専門的な業務に従事するに必要な

高度の研究能力及びその基礎となる豊かな学識を養うことを目的とする。

◎博士課程の標準修業年限（大学院設置基準第4条）
第四条 １ （略）
２ 博士課程の標準修業年限は、五年とする。ただし、教育研究上の必要があると認められる場合には、研究科、専攻又は学生の履修上

の区分に応じ、その標準修業年限は、五年を超えるものとすることができる。
３ 博士課程は、これを前期二年及び後期三年の課程に区分し、又はこの区分を設けないものとする。ただし、博士課程を前期及び後期の

課程に区分する場合において、教育研究上の必要があると認められるときは、研究科、専攻又は学生の履修上の区分に応じ、前期の
課程については二年を、後期の課程については三年を超えるものとすることができる。

４ 前期二年及び後期三年の課程に区分する博士課程においては、その前期二年の課程は、これを修士課程として取り扱うものとする。前
項ただし書の規定により二年を超えるものとした前期の課程についても、同様とする。

５ 第二項及び第三項の規定にかかわらず、教育研究上必要がある場合においては、第三項に規定する後期三年の課程のみの博士課程
を置くことができる。この場合において、当該課程の標準修業年限は、三年とする。ただし、教育研究上の必要があると認められる場合
には、研究科、専攻又は学生の履修上の区分に応じ、その標準修業年限は、三年を超えるものとすることができる。

◎博士課程の入学資格（学校教育法第102条）
第百二条 大学院に入学することのできる者は、第八十三条の大学を卒業した者又は文部科学大臣の定めるところにより、これと同等以

上の学力があると認められた者とする。ただし、研究科の教育研究上必要がある場合においては、当該研究科に係る入学資格を、修士
の学位若しくは第百四条第一項に規定する文部科学大臣の定める学位を有する者又は文部科学大臣の定めるところにより、これと同
等以上の学力があると認められた者とすることができる。
（※ 文部科学大臣の定めるところは、外国において修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者や、大学院におい

て個別の入学資格審査により修士の学位又は専門職学位を有する者と同等以上の学力があると認めた者で、二十四歳に達した者等）
２ 前項本文の規定にかかわらず、大学院を置く大学は、文部科学大臣の定めるところにより、第八十三条の大学に文部科学大臣の定め

る年数以上在学した者（これに準ずる者として文部科学大臣が定める者を含む。）であつて、当該大学院を置く大学の定める単位を優秀
な成績で修得したと認めるものを、当該大学院に入学させることができる。（→大学院への飛び入学）

◎博士課程の修了要件（大学院設置基準第17条）
第十七条 博士課程の修了の要件は、大学院に五年（五年を超える標準修業年限を定める研究科、専攻又は学生の履修上の区分にあつ

ては、当該標準修業年限とし、修士課程（第三条第三項の規定により標準修業年限を一年以上二年未満とした修士課程を除く。以下こ
の項において同じ。）に二年（二年を超える標準修業年限を定める研究科、専攻又は学生の履修上の区分にあつては、当該標準修業年
限。以下この条本文において同じ。）以上在学し、当該課程を修了した者にあつては、当該課程における二年の在学期間を含む。）以上
在学し、三十単位以上を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、当該大学院の行う博士論文の審査及び試験に合格することとする。
ただし、在学期間に関しては、優れた研究業績を上げた者については、大学院に三年（修士課程に二年以上在学し、当該課程を修了し
た者にあつては、当該課程における二年の在学期間を含む。）以上在学すれば足りるものとする。

博士課程の標準修業年限、入学資格及び修了要件に関する現行制度
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